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株主各位

証券コード２３０５
2022年５月９日

株 主 各 位
大阪市北区梅田一丁目８番17号

代表取締役社長 牧 野 俊 介

１．日 時 2022年５月26日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区梅田３丁目１番１号

ホテルグランヴィア大阪20階　名庭（なにわ）の間
３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第48期（2021年３月１日から2022年２月28日まで）事業報告の内容、連

結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結
果報告の件

２. 第48期（2021年３月１日から2022年２月28日まで）計算書類の内容報告
の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金の処分の件
定款一部変更の件

第３号議案
第４号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件

株主総会にご出席くださる株主様とご出席が難しい株主様の公平性を勘案し、第46期定時株主総会より、お
土産の配布を取りやめさせていただいております。何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

第48期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第48期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し上
げます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネット等により議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討いただき、後
述のご案内に従って2022年５月25日（水曜日）午後６時までに議決権を行使いただき
ますようお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上
１. 次頁に新型コロナウイルス感染症拡大防止対応及び株主総会お土産の廃止について記載しておりますので、ご確認賜りま

すようお願い申し上げます。
２. 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネット上の

当社ウェブサイト（https://www.studio-alice.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。
３. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。ま

た、資源節約のため、こちらの「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。
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新型コロナウイルス感染症対策について

新型コロナウイルス感染症拡大防止対応について
＜株主の皆様へのお願い＞
・新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、感染リスクを避けるため、本年は株主総会当日のご来場
を見合わせ、書面（郵送）またはインターネット等により議決権の行使をされることをご推奨申し
上げます。

・感染による影響が大きいとされるご高齢の株主様、基礎疾患をお持ちの株主様、妊娠中の株主様に
おかれましては、特に慎重なご判断をお願いいたします。
・株主総会へご出席予定の株主様は、当日まで健康状態にご留意いただき、風邪の症状や発熱等体調
不良がおありの場合は、株主総会へのご出席をお控えくださいますようお願いいたします。
・ご出席される株主様におかれましては、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場賜り
ますようお願いいたします。
・ご入場の際は、消毒液での手指の消毒にご協力をお願いいたします。

＜当日の対応について＞
・株主総会に出席する当社役員及び運営スタッフは、マスク着用（スタッフの一部は手袋着用）で対
応させていただきます。
・会場受付等の各所に消毒液を設置いたします。
・会場受付にて、検温を実施させていただきます。37.5度以上の発熱や体調不良と見受けられる方
には運営スタッフがお声がけをし、ご入場をお控えいただきます。
・株主様お控室及びお飲み物の提供は中止させていただきます。
・総会会場におきましては、状況に応じ、その他の感染予防の措置を講じる場合がございます。

なお、今後の状況の変化によりまして、上記内容を更新いたします場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（http://studio-alice.irbridge.com/ja/Stock/StockholderMtg.html）に掲載さ
せていただきます。

株主総会お土産の廃止について
当社は、株主総会にご来場くださる株主様へのお土産につきましては、ご来場が難しい
株主様との公平性を勘案し、第46期定時株主総会よりお土産の配布を取りやめさせていただいてお
ります。
何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

以　上
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願
い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で
議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

開催日時 行使期限 行使期限

2022年５月26日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2022年５月25日（水曜日）
午後６時到着分まで

2022年５月25日（水曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、第２号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第３、第４号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

新しいパスワードを登録してください。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前９：00～午後９：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 4 －
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剰余金処分議案、定款一部変更議案

株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置づけ、業績を勘案し
ながら、配当性向については親会社株主に帰属する当期純利益の33.3％を目標に、安定的な利益
還元に努めることを基本方針とする一方、財務体質の安定強化と将来の成長につながる投資等に備
えるための内部留保にも意を用いてまいります。
　上記方針に基づきまして、当期の剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存
じます。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。
(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金70円　総額1,188,879,510円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2022年５月27日

第2号議案　定款一部変更の件
１.　提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第７０号）附則第1条ただし書きに規定する
改正規定が2022年9月1日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入され
ることとなりますので、次のとおり当社定款を変更するものであります。

(１)　株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨を定款に定めるこ
とが義務付けられることから、変更案第18条（電子提供措置等）第1項を新設するもので
あります。

(２)　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付
請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定する
ことが出来るようにするため、変更案第18条（電子提供措置等）第２項を新設するもので
あります。

(３)　株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第18条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであ
ります。

(４)　上記の新設および削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。

－ 5 －
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剰余金処分議案、定款一部変更議案

現行定款 変更案
第18条（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参
考書類、事業報告、計算書類および連結計算書
類に記載または表示をすべき事項に係る情報
を、法務省令に定めるところに従いインターネ
ットを利用する方法で開示することにより、株
主に対して提供したものとみなすことができ
る。

（削除）

（新設）

（新設）

第18条（電子提供措置等）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参
考書類等の内容である情報について、電子提供
措置をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務
省令で定めるものの全部または一部について、
議決権の基準日までに書面交付請求した株主に
対して交付する書面に記載しないことができ
る。

 （附則）
第２条（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

変更前定款第 18 条（株主総会参考書類等のイ
ンターネット開示とみなし提供）の削除および
変更後定款第 18 条（電子提供措置等）の新設
は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法
律 第 70 号）附則第 1 条ただし書きに定める
改正規定の施行の日である2022年9月1日（以
下 「施行日」という）から効力を生ずるもの
とする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から 6 ヶ月
以内の日を株主総会の日とする株主総会につい
ては、変更前定款第 18 条（株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし提供）はなお
効力を有する。

３．本附則は、施行日から 6 ヶ月を経過した日ま
たは前項の株主総会から 3 ヶ月を経過した日
のいずれか遅い日後にこれを削除する。

2.　変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示しております）

－ 6 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者番号 氏　名 当社における地位及び担当

1 も と

本
む ら

村
 

　
ま さ

昌
つ ぐ

次 取締役会長 再 任
　

2 ま き

牧
の

野
 

　
しゅん

俊
す け

介 代表取締役社長 再 任
　

3 む ね

宗
お か

岡
 

　
な お

直
ひ こ

彦 取締役副社長
（業務一部ゼネラルマネージャー） 再 任

　

4 た か

髙
は し

橋
 

　
 

　
とおる

通 社外取締役 再 任 社 外
　

5 こ う

河
の

野
 

　
み ち

通
は る

治 社外取締役 再 任 社 外
　

6 も も

百
せ

瀬
 

　
ひ ろ

裕
の り

規 － 新 任 社 外 　

再 任
　
再任候補者 新 任

　
新任候補者 社 外

　
社外取締役候補者

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案においては同じ。）全員（６名）は、本

総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名の選任をお願いするものであります。
また、本議案に関しましては、当社監査等委員会において、全ての取締役候補者について適任で

あると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

1

再 任
もと

本
 

　
 

　
むら

村
 

　
 

　
まさ

昌
 

　
 

　
つぐ

次
(1944年９月３日生)

512,700株
    1976年    10月 株式会社日峰（現当社）代表取締役社長
    2009年    3 月 当社代表取締役会長
    2017年    3 月 当社取締役会長（現任）

〔取締役候補者とした理由〕
創業者として会社の精神的な支柱であり、幅広い視野をもって経営判断を行い、こども写真館事業を
大きく発展させるとともに、当社の事業の柱として確立させております。
これらの実績及び経営判断は引き続き当社の業績向上に寄与するものと考え、取締役として選任をお
願いするものであります。

2

再 任

まき

牧
 

　
 

　
の

野
 

　
 

　
しゅん

俊
 

　
 

　
すけ

介
(1962年９月28日生)

    1985年    4 月 当社入社
    1998年    11月 当社執行役員
    2002年    3 月 当社取締役
    2005年    3 月 当社常務取締役
    2008年    1 月 当社常務取締役商品本部長
    2010年    1 月 当社専務取締役商品本部長
    2013年    1 月 当社専務取締役営業本部長
    2018年    10月 当社代表取締役社長兼営業本部長
    2019年    2 月 当社代表取締役社長（現任）

56,115株

（スタジオアリスコリア・カンパニー・リミテッド代表取
締役社長）

〔取締役候補者とした理由〕
当社入社以来、長年に亘り技術部門において培った経験により当社の社業全般に精通するとともに、
商品本部長、営業本部長を歴任し、豊富な経験と幅広い見識を有しております。現在は、代表取締役
社長として当社全般の陣頭指揮を執り活動しております。
これらの経験及び実績は引き続き当社の業績向上に寄与するものと考え、取締役として選任をお願い
するものであります。

－ 8 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

3

再 任

むね

宗
 

　
 

　
おか

岡
 

　
 

　
なお

直
 

　
 

　
ひこ

彦
(1955年10月27日生)

    1979年    4 月 イズミヤ株式会社入社
    1997年    3 月 同社社長室経営企画担当
    2001年    5 月 当社入社
    2005年    4 月 当社執行役員
    2007年    3 月 当社取締役人事部長
    2015年    1 月 当社常務取締役管理本部長兼人事部長兼経

営企画室長
    2018年    10月 当社専務取締役管理本部長兼管掌役員営業

企画室担当兼人事部長
    2019年    2 月 当社専務取締役管理本部長兼人事部ゼネラ

ルマネージャー
    2020年    9 月 当社専務取締役業務一部ゼネラルマネージ

ャー
    2021年    5 月 当社取締役副社長業務一部ゼネラルマネー

ジャー（現任）

7,634株

（株式会社アリスキャリアサービス代表取締役社長）
〔取締役候補者とした理由〕
長年に亘り流通業界で営業・経営企画に携わった経験及び人事分野における専門的知識を活かし人事
制度の構築・改革に寄与しております。特に管理分野において幅広い見識を有しており、現在は業務
一部ゼネラルマネージャーとして管理部門の陣頭指揮を執り活動しております。
これらの経験及び実績は引き続き当社の業績向上に寄与するものと考え、取締役として選任をお願い
するものであります。

－ 9 －



2022/04/22 16:13:18 / 21824547_株式会社スタジオアリス_招集通知

取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

４

再 任 社 外
たか

髙
 

　
 

　
はし

橋
 

 
 

 
 

　
 

　
 

　
 

　
とおる

通
(1951年11月24日生)

    1975年    4 月 富士写真フイルム株式会社（現富士フイル
ム株式会社）入社

    2007年    6 月 富士フイルム株式会社執行役員
記 録 メ デ ィ ア 事 業 部 長 兼 F U J I F I L M 
Recording Media Manufacturing
U.S.A.,Inc.社長

    2011年    6 月 富士フイルム株式会社取締役常務執行役員
経営企画本部副本部長

    2012年    6 月 富士フイルム株式会社取締役常務執行役員
F U J I F I L M  E u r o p e  G m b H 社 長 兼
FUJIFILM Europe B.V.社長

    2016年    11月 富士フイルムホールディングス株式会社取
締役
富士フイルム株式会社取締役常務執行役員
イメージング事業部管掌

    2018年    5 月 当社社外取締役（現任）

1,075株

〔社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要〕
長年に亘る写真業界での国内外における幅広い経験及び蓄積されたノウハウは、引き続き当社の事業
及び業績向上に寄与するものと考えます。また、企業経営者としての見識を有しており、客観的立場
から経営の意思決定の妥当性及び適正性を確保するための助言、提言等が期待できるため、引き続き
社外取締役として選任をお願いするものであります。
同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって4年であります。

－ 10 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

５

再 任 社 外
こう

河
 

　
 

　
の

野
 

　
 

　
みち

通
 

　
 

　
はる

治
(1964年７月28日生)

    1987年    4 月 富士写真フイルム株式会社（現富士フイル
ム株式会社）入社

    2010年    7 月 FUJIFILM Holdings Australasia Pty Ltd
Chief Executive Officer

    2012年    6 月 富士フイルム株式会社宣伝部長
    2014年    6 月 富士フイルムイメージングシステムズ株式

会社広域量販営業部長兼特販営業部長
    2016年    7 月 富士フイルムイメージングシステムズ株式

会社取締役執行役員フォトイメージング事
業部長

    2019年    12月 富士フイルム株式会社イメージング事業部
長
富士フイルムイメージングシステムズ株式
会社非常勤取締役（現任）

    2020年    5 月 当社社外取締役（現任）
    2021年    4 月 富士フイルム株式会社執行役員イメージン

グソリューション事業部副事業部長（現
任）

－

〔社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要〕
長年に亘る写真業界での国内外における幅広い経験及び蓄積されたノウハウは、当社の事業及び業績
向上に寄与するものと考えます。また、企業経営者としての見識を有しており、客観的立場から経営
の意思決定の妥当性及び適正性を確保するための助言、提言等が期待できるため、引き続き社外取締
役として選任をお願いするものであります。
同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって2年であります。

－ 11 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

６

新 任 社 外
もも

百
 

　
 

　
せ

瀬
 

　
 

　
ひろ

裕
 

　
 

　
のり

規
(1961年９月１５日生)

    1985年    4 月 野村證券株式会社入社
    2008年    4 月 同社執行役大阪支店長
    2008年    10月 同社執行役員大阪支店長
    2010年    4 月 同社執行役員企業金融担当
    2013年    4 月 同社常務大阪駐在兼大阪支店長
    2016年    4 月 同社専務大阪駐在兼大阪支店長
    2017年    4 月 同社専務大阪駐在
    2019年    4 月 同社顧問
    2019年    6 月 株式会社野村総合研究所取締役副会長（現

任）
    2022年    3 月 株式会社フジオフードグループ本社社外取

締役（現任）

－

〔社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要〕
長年に亘り証券業界において役員を歴任されており、証券実務における豊富な経験と蓄積されたノウ
ハウは、当社の経営において活かしていただけると考えております。また、企業経営者としての見識
を有しており、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、経営の監督を適切に行っ
ていただくことが期待できるため、新たに社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 髙橋通氏、河野通治氏及び百瀬裕規氏は、社外取締役候補者であります。
３. 富士フイルム株式会社は、当社の第２位の大株主であり、当社と事業提携契約を締結する当社の特

定関係事業者であります。
４. 髙橋通氏は2017年６月29日まで富士フイルム株式会社の業務執行取締役であり、また同年９月

29日まで同社の参与でありました。
５. 河野通治氏は、現在、富士フイルム株式会社の業務執行者であり、これまで同社から業務執行者と

しての報酬等を受けており、今後も受ける予定であります。
６. 当社は富士フイルムグループと商品売買等の取引がありますが、直近会計年度における取引額は双

方グループの連結売上高の２％未満であり、髙橋通氏及び河野通治氏の独立性は確保されていると
判断しております。

７. 当社は、会社法第427条第１項の規定により、法令が規定する額を限度額として、取締役（業務執
行取締役等であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約
を締結することができる旨を定款で定めております。
当社は、髙橋通氏及び河野通治氏と当該責任限定契約を締結しており、両氏が再任された場合は、
当社は両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。また、百瀬裕規氏が選任された
場合は、当社は同氏との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。
なお、当該責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額とし、責任限定が認め
られるのは、非業務執行取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失が
ないときに限られます。

８. 当社は、保険会社との間で取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員
等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこ
と、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。
ただし、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。な

－ 12 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

お、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契
約を更新する予定です。

９. 各候補者の所有する当社の株式の数には、スタジオアリス役員持株会における本人持ち分を含めて
記載しております。

候補者番号 氏　名 当社における地位及び担当

1  さか 

坂
 した 

下
 

　
 

　
すすむ

晉 社外取締役（常勤監査等委員） 再 任 社 外 独 立 　

2  あめ 

雨
 みや 

宮
 

　
さ

沙
や

耶
か

花 社外取締役（監査等委員） 再 任 社 外 独 立 　

3  ます 

増
だ

田
 

　
  あき 

明
 ひこ 

彦 社外取締役（監査等委員） 再 任 社 外 独 立 　

再 任 　再任候補者 社 外 　社外取締役候補者 独 立 　証券取引所の定めに基づく独立役員

第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 13 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

1

再 任 社 外 独 立

さか

坂　　
した

下
 

　　　　
すすむ

晉
(1943年１月８日生)

1966年 ４月 株式会社ガデリウス商会入社

821株

1995年 １月 エービービー・ガデリウス株式会社取締役
1995年 ９月 エービービー株式会社代表取締役副社長
1999年 ８月 エービービーアルストムパワー株式会社取

締役
2001年10月 アルストム株式会社取締役
2019年 ５月 当社社外取締役〔常勤監査等委員〕（現任）

〔監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要〕
長年に亘る発電機器類の設計・製造・販売・輸出業における幅広い知識及び企業経営者としての経験
を有しており、独立的・客観的な立場から経営者への進言ができる人材であることから、監査等委員
である社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、監査等委員である社外
取締役として選任をお願いするものであります。
同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年であります。

2

再 任 社 外 独 立

あめ

雨　
 

　
みや

宮
 

　　
さ

沙 
や

耶 
か

花
(1978年８月12日生)

2003
2004
2004
2015
2016
2020

年
年
年
年
年
年

３
９
10
３
３
８

月
月
月
月
月
月

京都大学法学部卒業
弁護士登録
弁護士法人淀屋橋・山上合同入所（現任）
当社社外監査役
当社社外取締役〔監査等委員〕（現任）
TONE株式会社社外取締役〔監査等委員〕
（現任）

646株

 （弁護士法人淀屋橋・山上合同 弁護士）
 （TONE株式会社社外取締役〔監査等委員〕）

〔監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要〕
弁護士としての専門的な知識と豊富な経験を有し、企業法務にも精通しており、これらを活かして経
営者への進言ができる人材であることから候補者といたしました。なお、同氏は、社外役員となるこ
と以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により監査等委員である社外取
締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、監査等委員である社外取締役として
選任をお願いするものであります。
同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年２ヶ月であります。

－ 14 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任議案、監査等委員３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

3

再 任 社 外 独 立

ます

増　　
だ

田　　
あき

明　　
ひこ

彦
(1959年１月１日生)

1986年10月 太田昭和監査法人（現EY新日本有限責任監
査法人）入所

275株

1990年３ 月 公認会計士登録
2007年10月 日本公認会計士協会近畿実務補習所運営委

員会委員長
2009年７ 月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限

責任監査法人）シニアパートナー
2013年６ 月 日本公認会計士協会近畿会副会長
2013年７ 月 日本公認会計士協会理事（現任）
2016
2020

年
年

７
５

月
月

日本公認会計士協会常務理事
当社社外取締役〔監査等委員〕（現任）

〔監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要〕
公認会計士としての専門的かつ豊富な知識及び経験を有しており、これらを活かして経営者への進言
ができる人材であることから候補者といたしました。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法
で会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により監査等委員である社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断し、監査等委員である社外取締役として選任をお願い
するものであります。
同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年であります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．坂下晉氏、雨宮沙耶花氏及び増田明彦氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、坂下晉氏及び増田明彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。両氏が再任された場合は、引き続き独立役員とする予定であります。
また、雨宮沙耶花氏が再任された場合は、新たに独立役員として指定する予定であります。

４．当社は、雨宮沙耶花氏が所属している弁護士法人淀屋橋・山上合同との間に顧問契約を締結してお
りますが、その取引額は双方の売上高の１％未満であります。

５．当社は、会社法第427条第１項の規定により、法令が規定する額を限度額として、取締役（業務執
行取締役等であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約
を締結することができる旨を定款で定めております。
当社は、坂下晉氏、雨宮沙耶花氏及び増田明彦氏との間で当該責任限定契約を締結しており、三氏
が再任された場合は、当社は三氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。
なお、当該責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額とし、責任限定が認め
られるのは、非業務執行取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失が
ないときに限られます。

６．当社は、保険会社との間で取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員
等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこ
と、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。
ただし、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。な
お、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契
約を更新する予定です。

７．各候補者の所有する当社の株式の数には、スタジオアリス役員持株会における本人持ち分を含めて
記載しております。
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【ご参考】スキルマトリックス

氏名
当社にお

ける地位

社外　

独立

主な知識・経験・能力

企
業
経
営

戦
略
企
画

財
務
会
計

法
務

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

グ
ロ
ー
バ
ル

商
品
開
発

営
業

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

第
３
号
議
案

本村　昌次 取締役会長 〇 〇 〇 〇 〇

牧野　俊介 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇 〇

宗岡　直彦 取締役副社長 〇 〇 〇 〇 〇

髙橋　　通 取締役 〇 〇 〇

河野　通治 取締役 〇 〇

百瀬　裕規 取締役 〇 〇

第
４
号
議
案

坂下　　晉
取締役

(常勤監査等委員)
〇 〇 〇 〇

雨宮　沙耶花
取締役

(監査等委員)
〇 〇

増田　明彦
取締役

(監査等委員)
〇 〇

【ご参考】株主総会後の取締役会のスキルマトリックス
第３号及び第４号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会のスキルマトリックスは以下
のとおりであります。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況

（ 自2021年 3 月 1 日 ）至2022年 2 月28日

添付書類

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス変異株の発生に伴う感染拡大により緊
急事態宣言が継続的に発出され、経済活動は抑制傾向で推移いたしました。また足元では、新
たな変異株の感染拡大によりまん延防止等重点措置が複数の都道府県で要請されるなど、依然
として先行き不透明な状況にあります。

このような状況のもと、当社グループは、主力である写真事業において、お客様と従業員の
安全を第一に、引き続き新型コロナウイルス感染症防止対策を実施しつつ、お客様に選んでい
ただけるお店になるための取り組みをおこなってまいりました。

その結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高が40,672百万円(前年同期比11.9％の増
加)営業利益6,015百万円(前年同期比27.1％の増加)、経常利益6,032百万円(前年同期比
21.5％の増加)であり、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、3,614百万円(前年
同期比48.5％の増加)となりました。

各セグメントの業績は、次のとおりであります。
（写真事業）

写真事業は、前年度に引き続き新型コロナウイルス感染拡大防止対策を徹底した上で、成人
式撮影・振袖レンタルサービス『ふりホ』のご予約獲得、並びに、『ふりホ』をご予約された
方の成人式前撮り撮影を強力に推し進めるとともに、各撮影項目において、お買上単価を意識
した販売オペレーションの実践や商品力の向上等によりお買上単価の向上を図りました。ま
た、既存店の収益力強化、並びに、経営効率の向上を目的とした最適な立地への移転や店舗統
合を前年度に引き続き推進するとともに、人件費をはじめとした各種費用支出の適正化に努め
ました。そのほか、フォトサービス事業においては、新システムの導入等による業務基盤の再
構築をおこない、収益向上に努めました。

国内写真館の出店状況は、移転11店舗、退店10店舗をおこない、ショッピングセンター内
の区画移動・増床を含む改装を30店舗実施いたしました。

その結果、当連結会計年度末の店舗数は、国内こども写真館470店舗（直営店舗461店・フ
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況

事 業 別 売 上 高 構 成 比

写 真 事 業 40,601百万円 99.8％

衣 装 製 造 卸 売 事 業 70百万円 0.2％

合 計 40,672百万円 100％

ランチャイズ店舗９店）、韓国の子会社におけるこども写真館２店舗を含め、472店舗となっ
ております。

以上の結果、写真事業の売上高は40,628百万円(前年同期比11.9％の増加)、セグメント利
益は6,303百万円(前年同期比30.6％の増加)となりました。

（衣装製造卸売事業）
衣装製造卸売事業は、連結子会社の株式会社京都豊匠、及び、その子会社である上海豊匠服

飾有限公司において、引き続き当社向け衣装の更なる生産効率の向上によるコスト低減を図る
とともに、当社グループが強力に推し進めている『ふりホ』施策に関わる衣装・小物の仕入原
価の低減に注力いたしました。

以上の結果、衣装製造卸売事業の売上高は3,903百万円(前年同期比87.9％の増加)、セグメ
ント利益は375百万円(前年同期比268.9％の増加)となりました。

（注）売上高については、セグメント間の内部取引消去後の数値を記載しております。

(2) 設備投資の状況
当連結会計年度に実施しました企業集団の設備投資の総額は4,793百万円でありました。
写真事業においては、店舖の移転・改装・設備に4,105百万円、写真生産施設・機械・設備

等に674百万円の設備投資を実施しました。
衣装製造卸売事業においては、衣装製造工場・機械・設備等に13百万円の設備投資を

実施しました。
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資金調達の状況、対処すべき課題

(3) 資金調達の状況
当連結会計年度において重要な資金調達は行っておりません。

(4) 対処すべき課題
①写真事業
写真事業において最も重要な課題は、当社を取り巻く事業環境の変化に適応し克服するた
め、事業展開の方向性を定め、競合他社との優位性を確立し、より多くのお客様から圧倒的
な支持を得ることであります。
これら課題に対処するため、「カイゼン」を次期の経営方針に掲げ、成人式用振袖レンタ
ルと前撮りがセットとなった「ふりホ」のご成約件数の更なる増加を図るとともに、マタニ
ティ・赤ちゃん撮影の新規需要の獲得、並びに、技術力や接客力のカイゼン等によってお買
上単価の向上を図り、売上高、粗利益高の向上に取り組んでまいります。加えて、引き続き
店舗統廃合の推進や多能工型人材の育成等によって費用構造をカイゼンし、利益の最大化に
取り組んでまいります。
女性活躍推進法への対応につきましては、元々、当社の全従業員に占める女性比率は

90％以上、女性管理職比率は約80％となっており、既にこどもが10歳になるまで利用でき
るショートタイム勤務制度の導入や、退職した業務経験者が臨時的に応援勤務をするサポー
トメンバー制度の導入など、女性が仕事と家庭の両立を図りやすい仕組み作りを行っており
ます。また、希望によりスタジオ専門職幹部から総合職へ移行し、将来の経営幹部を目指す
ことができる制度を採用する等、女性従業員がやりがいや生きがいを持って活躍できる制度
や仕組み作りを行っておりますが、更に女性従業員がやりがいや生きがいを持って成長でき
る制度・仕組み作りを目指してまいります。
②衣装製造卸売事業
主力である写真事業向けのこども用衣装や成人式用振袖の更なる生産・調達コストの低減
を図っていくとともに、引き続き、中国現地法人の縫製工場で製造している和装衣装を国内
工場へ移管してまいります。
③当社グループ全体
「金融商品取引法」に制定された「財務報告の信頼性確保」のため、当社グループ全体で
同法が要請する内部統制体制の運用、改善に取り組んでまいります。

－ 19 －



2022/04/22 16:13:18 / 21824547_株式会社スタジオアリス_招集通知

財産及び損益の状況の推移

2018年度
第45期

2019年度
第46期

2020年度
第47期

2021年度
(当期)第48期

売 上 高(千円) 39,643,803 38,879,090 36,352,519 40,672,291

経 常 利 益(千円) 4,122,629 3,330,424 4,963,591 6,032,051

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(千円) 2,036,832 1,209,620 2,434,022 3,614,022

１株当たり当期純利益 (円) 119.93 71.22 143.31 212.79

総 資 産(千円) 34,775,333 34,591,201 37,295,334 43,170,491

純 資 産(千円) 24,340,461 24,749,848 26,520,773 29,568,292

2018年度
第45期

2019年度
第46期

2020年度
第47期

2021年度
(当期)第48期

売 上 高(千円) 38,152,430 37,003,230 34,617,114 38,281,898

経 常 利 益(千円) 3,186,987 2,234,348 4,061,720 5,262,907

当 期 純 利 益(千円) 1,557,127 550,423 1,861,018 3,207,162

１株当たり当期純利益 (円) 91.68 32.41 109.57 188.83

総 資 産(千円) 24,904,208 24,240,207 26,180,224 31,152,223

純 資 産(千円) 15,438,533 15,141,149 16,258,478 18,775,389

(5) 財産及び損益の状況の推移
①企業集団の営業成績及び財産の状況の推移

②当社の営業成績及び財産の状況の推移
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重要な子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 J V I S 328,100千円 88.6％ 画像データの加工・プリント出力

株 式 会 社 京 都 豊 匠 50,000千円 100.0％ 衣装等の企画・製造・販売等

上海豊匠服飾有限公司 24,349千人民元 100.0％
(100.0％) 縫製工場

(6) 重要な子会社の状況（2022年２月28日現在）

（注）出資比率の（　）内は、間接所有割合であります。

(7) 主要な事業内容（2022年２月28日現在）
　写真事業及び衣装製造卸売事業

区 分 名 称 所 在 地

当 社
本社・本部 大阪市北区

東京事務所 東京都千代田区

子 会 社

株式会社JVIS：
本社・東京デジタルソリューションセンター 東京都八王子市

株式会社JVIS：
大阪デジタルソリューションセンター 堺市堺区

株式会社京都豊匠：本社 京都市伏見区

株式会社京都豊匠：工場 京都府京丹後市

上海豊匠服飾有限公司：本社・上海工場 中華人民共和国上海市

(8) 主要な営業所及び工場（2022年２月28日現在）
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重要な子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況

区 分 地 域 直 営 店 舗 Ｆ Ｃ 店 舗

北 海 道 18 －

写 真 館

国 内
(注２)

東 北 32 1

関 東 207 8

中 部 46 －

近 畿 71 －

中 国 25 －

四 国 12 －

九 州 50 －

国 内 計 461 9

海 外 韓 国 － 2（注１）

海 外 計 － 2

【地域別写真館店舗数】

（注）１. 韓国店舗は、当社の子会社スタジオアリスコリア・カンパニー・リミテッドが経営しており
ます。

２. 地域別の店舗数は、当社の運営グループ区画別で集計しております。

従業員数 前期末比増減

1,541名 65名減

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,204名 66名減 32.5歳 9.0年

(9) 従業員の状況（2022年２月28日現在）
①企業集団の従業員数

（注）上記従業員数の中には、契約社員及び短期アルバイト2,542名（期中平均８時間換算）は含まれて
おりません。

②当社の従業員数

（注）上記従業員数の中には、契約社員及び短期アルバイト2,207名（期中平均８時間換算）は含まれて
おりません。
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主要な借入先、会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(10) 主要な借入先（2022年２月28日現在）
該当事項はありません。

(1) 発行可能株式総数 30,888,000株
(2) 発行済株式の総数 16,983,993株（自己株式201,657株を除く）
(3) 株主数 29,984名（前期末比942名増）

株　　主　　名 持 株 数 ( 株 ) 持株比率(％)

株 式 会 社 ト ー ラ ン ス ・ ジ ャ パ ン 3,962,000 23.33

富 士 フ イ ル ム 株 式 会 社 3,445,000 20.28
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 信 託 口 ） 843,100 4.96
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 748,300 4.41
B N P  P A R I B A S  S E C U R I T I E S  S E R V I C E S 
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG 
F U N D S / U C I T S  A S S E T S

530,000 3.12

本 村 昌 次 512,700 3.02

ス タ ジ オ ア リ ス 従 業 員 持 株 会 399,315 2.35

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 365,800 2.15

山 本 　 浤 201,760 1.19

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 195,000 1.15

２．会社の株式に関する事項（2022年２月28日現在）

(4) 上位10名の株主

（注）１．当社は、自己株式201,657株を保有しておりますが、大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式201,657株を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況
本 村 昌 次 取 締 役 会 長

牧 野 俊 介 取締役社長（代表取締役） スタジオアリスコリア・カンパニー・リミテッド  
代表取締役社長

宗 岡 直 彦 取締役副社長（業務一部ゼネ
ラルマネージャー）

株式会社アリスキャリアサービス代表取
締役社長

山 本 浩 子 常務取締役（商品部ゼネラル
マネージャー）

髙 橋 　 通 取 締 役

河 野 通 治 取 締 役
富士フイルム株式会社執行役員イメージ
ングソリューション事業部副事業部長兼
富士フイルムイメージングシステムズ株
式会社非常勤取締役

坂 下 　 晉 取締役（常勤監査等委員）

雨 　 宮 　 沙 耶 花 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 弁護士法人淀屋橋・山上合同 弁護士
ＴＯＮＥ株式会社 社外取締役（監査等委員）

増 田 明 彦 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）

４．会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等（2022年２月28日現在）

（注）１. 取締役髙橋通氏、河野通治氏並びに、取締役（監査等委員）坂下晉氏、雨宮沙耶花氏及び増
田明彦氏は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員）増田明彦氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

３. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委員を
置いております。

４. 当社は、取締役（監査等委員）坂下晉氏並びに取締役（監査等委員）増田明彦氏を東京証券
取引所に独立役員として届け出ております。

５. 当社は、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入
しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、当該責
任限定が認められるのは、当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重
大な過失がないときに限られます。
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会社役員に関する事項

区 分 員 数 報酬等の額
取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）
５名

（１名）
145,000千円

（10,200千円）
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３名
（３名）

19,800千円
（19,800千円）

合　計
（うち社外取締役）

８名
（４名）

164,800千円
（30,000千円）

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、保険会社との間で取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定す

る役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責
任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填
補されます。

ただし、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由がありま
す。

(4) 取締役の報酬等
①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取締役の報酬の総額は、
2016年３月29日開催の第42期定時株主総会において決議されております。報酬総額を取
締役（監査等委員である取締役を除く）は年額２億円以内(内、社外取締役４千万円以内)、
監査等委員である取締役は年額３千万円以内としており、各取締役の報酬等は基本報酬のみ
としております。

また、当社は2021年3月15日開催の取締役会において、役員報酬の内容に関する方針を
決議しており、原則として各取締役（監査等委員である取締役を除く）の基本報酬は取締役
会で、各監査等委員である取締役の基本報酬は監査等委員会で協議の上、取締役（監査等委
員である取締役を除く）の個人別の基本報酬は役職別に従業員総合職の平均給与に倍数を乗
じた金額を上限としており、基本報酬の改定は、従業員総合職の平均給与の増減及び役職が
変更する場合を基本に決定をしております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員で
ある取締役を除く）の員数は6名(うち社外取締役は3名)、監査等委員である取締役の員数は
３名(うち社外取締役は3名)です。

なお、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の
決定方法及び決定された報酬等の内容が、上記の決定方針と整合していることを確認し、当
該決定方針に沿うものと判断しております。

②当事業年度における報酬等の額

（注）取締役（監査等委員を除く)の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており
ません。
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会社役員に関する事項

区 分 氏 名
主 な 活 動 状 況 及 び
社 外 取 締 役 が 果 た す こ と が 期 待 さ れ る
役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 髙 橋 　 通
当期開催の取締役会13回のうち13回出席し、写真業界での
国内外における幅広い経験や専門性を活かして当社の経営に
関する的確な助言をいただきました。

取 締 役 河 野 通 治
当期開催の取締役会13回のうち11回出席し、写真業界での
国内外における幅広い経験や専門性を活かして当社の経営に
関する的確な助言をいただきました。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 坂 下 　 晉

当期開催の取締役会13回のうち12回、監査等委員会15回の
うち15回出席し、企業経営者としての経験や専門性を活か
して当社の経営に関する的確な助言をいただきました。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 雨 　 宮 　 沙 耶 花

当期開催の取締役会13回のうち13回、監査等委員会15回の
うち15回出席し、主に弁護士としての専門的見地から当社
の経営に関する的確な助言をいただきました。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 増 田 明 彦

当期開催の取締役会13回のうち13回、監査等委員会15回の
うち15回出席し、主に公認会計士としての専門的見地から
当社の経営に関する的確な助言をいただきました。

(5) 社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役河野通治氏は、富士フイルム株式会社執行役員イメージングソリューション事業部
副事業部長兼富士フイルムイメージングシステムズ株式会社非常勤取締役であります。富士
フイルム株式会社は当社の株式を3,445,000株（20.28％）所有しており、当社との間で業
務提携を行っております。

取締役（監査等委員）雨宮沙耶花氏は、弁護士法人淀屋橋・山上合同の弁護士でありま
す。当社は同弁護士法人と法律顧問契約を締結しております。

②当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

①報酬等の額 34,500千円

37,500千円

５．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

（注）１. 会社法上の監査と金融商品取引法上の監査について、契約において明確に区別せず、かつ実
質的にも区別できないため、合わせて開示しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの
算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、「収益認識に関する会計基準」適用に関する助
言・指導業務についての対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定
した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。
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会社の体制及び方針、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

６．会社の体制及び方針
当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制の整備について、
取締役会で決議した内容の概要は次のとおりであります。
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業
務の適正を確保するための体制
①当社及び子会社並びにこれらの全役職員が法令及び定款を遵守するために、子会社を含めた全
役職員にコンプライアンスに関する方針を周知徹底させます。
②当社は、コンプライアンス意識の向上と経営方針等の共有を図るため、経営方針書（経営方
針・経営理念・コンプライアンス等記載）を当社及び子会社の役職員に配布しております。
③当社及び子会社のコンプライアンスに係る内部通報の状況をモニタリングすることにより、コ
ンプライアンス体制が機能している状態を確認します。
④当社は、経営意思決定機関として取締役会及び経営会議を設け、取締役会は月１回以上、経営
会議は原則として月２回以上開催しております。
⑤これらの会議体では、構成員が取締役会から委任又は任命された業務について、計画提案、執
行報告等の業務報告を行い、その内容を審議・確認・統制し、その検討資料とともに議事録を
作成して保管しております。
⑥監査等委員である取締役は、経営会議等の重要会議に出席し、取締役（監査等委員である取締
役を除く。）、執行役員の業務報告等を確認し、必要により意見を述べ、助言を行っておりま
す。
⑦法令・定款への適合が判断しにくい場合には、顧問契約を締結している弁護士、税理士、監査
法人等に事前に相談し、適正な判断や意思決定を確保しております。

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①経営の政策決定に伴う将来的な損失の発生については、政策決定の前段階にて想定できる事項
を考慮した上で意思決定を行うこととしております。
②当社及び子会社の社内外で発生する緊急事態に対しては、緊急対策マニュアルを定め、緊急連
絡体制を整備するとともに、その程度により、代表取締役又は担当取締役を責任者とする緊急
対策本部を設置して対処し、損害を未然に防止し、又は最小限にとどめられるようにしており
ます。

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社及び子会社において、委任又は任命された業務遂行を行う取締役、執行役員は、事前に経
営計画、予算編成、業務計画を提案し、取締役会及び経営会議等の審議・検討を経て、その承
認のもとに業務執行を行っております。
②業務執行の結果については、必要により、経営会議等にて経過説明・状況報告を行い、構成員
の質疑、助言、修正提案を受け、業務執行の統制により、効率的に行われることを確保してお
ります。
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会社の体制及び方針、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

③経営実績をベースに３ヶ年の中期経営計画を策定し、当該計画に従って業務が遂行されるよう
取締役会及び経営会議等において定期的に遂行状況を確認しております。

(4) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理等に関する体制
　取締役会、経営会議等における構成員の業務計画、経過報告、業務報告等は全てその資料と
ともに議事録として保管しております。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①子会社等の代表取締役が、取締役会又は経営会議にて経営計画、経過報告、財務報告等の重要
な報告を行い、その構成員からの指摘、助言、追加提案等を受けております。
②経営企画部に関係会社管理担当を設置し、業務執行の状況を把握できる体制を構築するととも
に、子会社等に対し必要な指示、助言、指導を行い、業務の適正を確保しております。
③法令に関する事項や契約事項についても、総務グループにおいて相談窓口を設け、子会社の業
務執行に必要な事項に対して顧問弁護士等の専門的な判断を提供しております。
④当社との正確で適正な連結決算ができる体制整備を通じてその連結決算の作成、開示を行うと
ともに、緊急事態が発生した場合に直ちに連絡・通報が行われ、必要な対応が行える体制を整
えております。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
　当社は、内部監査担当の使用人が、監査等委員会の職務を補助する使用人を兼務することと
し、監査等委員会が当該補助使用人に対し、必要に応じて指示・命令をし、監査等委員会に報
告する体制としています。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
　監査等委員会は、監査等委員会を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲罰に関しては
意見を述べることができ、取締役（監査等委員である取締役を除く。）はこれを尊重します。

(8) 当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）並びに使用人等が監査等委員会
に報告する体制、監査等委員会又は子会社の監査役に報告をした者が報告をしたことを理由と
して不利益を受けないことを確保するための体制
①当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）並びに使用人、又はこれらの者
から報告を受けた者は、法令・定款に違反する重大な事実、不正行為又は会社に著しい損害を
与えるおそれのある事実を発見したときには、当該事実に関する事項を速やかに監査等委員会
に報告します。
②当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）並びに使用人は、監査等委員会
が監査に必要な範囲で業務執行に関する事項の報告を求めたときには、これに協力します。
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会社の体制及び方針、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

③当社は、本項①の報告者に対し報告を理由とした不利益な取り扱いは行わない旨を、当社及び
子会社に適用されるヘルプライン規程（コンプライアンスに係る内部通報窓口の利用規程）に
定めて徹底します。

(9) 監査等委員である取締役の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）に
ついて生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債
務の処理に係る方針に関する事項
①監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続き、その他の
当該職務の執行について生ずる費用又は債務については、監査等委員会の職務に必要でないと
認められる場合を除き、当社が当該費用又は債務を処理しております。
②当社は、監査等委員である取締役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計
士等の専門家に意見・アドバイスを依頼する等の必要な監査費用を認めております。

(10) その他、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査等委員である取締役は取締役会及び経営会議に出席し、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）、執行役員の業務報告や経営意思決定の審議過程を確認し、その都度、必要によ
り、意見を述べることにより、監査の実効性を確保しております。
②監査等委員である取締役は毎月１回以上監査等委員会を開催し、内部監査担当より報告を受
け、必要により、取締役会・経営会議等にて意見を述べております。
③監査等委員である取締役は会計監査人から年２回以上、会計監査の状況及び結果の報告を受け
るとともに、意見を交換して会社の適正な会計処理を確認しております。

(11) 反社会的勢力排除に向けた体制
①企業の倫理的使命として、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し
て、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断します。
②総務グループを対応統括部署とし、関係部署と協議、対応しております。また、平素から警察
当局や弁護士との連携を深め、企業防衛連合協議会に参加するなど情報収集にあたっておりま
す。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
(1) 内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査担当がモニタリ
ングし、改善を進めております。また、内部監査担当は金融商品取引法に基づく「財務報告に
係る内部統制の有効性の評価」を行っております。
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会社の体制及び方針、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

(2) コンプライアンス
コンプライアンスに係る教育を定期的に実施しており、当社及び子会社並びにその全役職員
のコンプライアンスの意識の向上を図っております。
また、当社は内部通報窓口を設置しており、子会社役職員及びその家族にも開放することで
コンプライアンスの実効性向上に努めております。

(3) リスク管理
当社及び子会社の危機管理に関する基本的事項について定め、経営に重大な影響を及ぼす事
項を未然に防止すること、及び万一発生した場合の被害の極小化を図ることを目的とし、リス
ク一覧表及びリスク検討リストを作成し、当社のリスクに関する組織としてコンプライアン
ス・リスク管理委員会を開催し、リスクへの対応を図り、危機管理に必要な体制を整備してお
ります。

(4) 当社グループにおける業務の適正の確保
当社は、「関係会社管理規程」及びその他の社内規程に基づき、子会社の事業運営に係る重
要事項が当社に適切に報告され、所定の手続きに従い審議される体制を維持しております。

(5) 監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等
監査等委員である取締役は、経営会議その他重要会議への出席を通じて、内部監査担当が担
当する内部統制の整備、運用状況を確認しております。また、会計監査人、内部監査担当と必
要に応じて双方的な情報交換を実施することで当社の内部統制システム全般をモニタリングす
るとともに、より効率的な運用について助言を行っております。

８．会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。

９．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置づけ、業績を勘案
しながら、配当性向については親会社株主に帰属する当期純利益の33.3％を目標に、安定的な
利益還元に努めることを基本方針とする一方、財務体質の安定強化と将来の成長につながる投資
等に備えるための内部留保にも意を用いてまいります。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示し、比率は表示単位未満の端数を四
捨五入して表示しております。
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連結貸借対照表

（2022年２月28日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

22,918,932
19,165,761
844,434
248,616
212,166
1,146,550
1,312,754
△11,351

20,251,559
13,335,327
7,201,638
764,263
827,674
1,108,687
3,306,473
126,590
997,620
2,600

995,020
5,918,611
1,422,956
3,192,218
1,249,287
257,712
21,149

△224,712　

流 動 負 債 8,102,506
買 掛 金 300,462
未 払 費 用 960,874
リ ー ス 債 務 2,076,176
未 払 法 人 税 等 1,484,335
賞 与 引 当 金 205,794
ポ イ ン ト 引 当 金 107,260
そ の 他 2,967,601

固 定 負 債 5,499,692
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,203,656
リ ー ス 債 務 2,412,270
資 産 除 去 債 務 1,654,160
そ の 他 229,605

負 債 合 計 13,602,199
純 資 産 の 部

株 主 資 本 27,880,770
資 本 金 1,885,950
資 本 剰 余 金 2,055,449
利 益 剰 余 金 24,215,835
自 己 株 式 △276,464

その他の包括利益累計額 420,952
その他有価証券評価差額金 266,180
為 替 換 算 調 整 勘 定 154,772

非 支 配 株 主 持 分 1,266,569
純 資 産 合 計 29,568,292

資 産 合 計 43,170,491 負 債 ・ 純 資 産 合 計 43,170,491

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（ 自2021年 3 月 1 日 ）至2022年 2 月28日
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 40,672,291
売 上 原 価 28,054,659

売 上 総 利 益 12,617,632
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,602,228

営 業 利 益 6,015,403
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,491
受 取 配 当 金 20,661
受 取 家 賃 22,913
受 取 補 償 金 18,593
新型コロナウイルス感染症による助成金収入 35,332
雑 収 入 34,824 133,816

営 業 外 費 用
支 払 利 息 23,219
為 替 差 損 10,913
店 舗 解 約 損 68,344
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,000
雑 損 失 9,691 117,168
経 常 利 益 6,032,051

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 173 173

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 236
固 定 資 産 廃 棄 損 152,852
減 損 損 失 165,023
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に よ る 損 失 44,638 362,751
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,669,473
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,041,062
法 人 税 等 調 整 額 △49,919 1,991,143
当 期 純 利 益 3,678,330
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 64,307

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,614,022

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

（ 自2021年 3 月 1 日 ）至2022年 2 月28日
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2021年３月１日（残高） 1,885,950 2,055,449 21,451,013 △276,416 25,115,996

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △849,200 △849,200

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,614,022 3,614,022

自 己 株 式 の 取 得 △47 △47

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,764,821 △47 2,764,774

2022年２月28日（残高） 1,885,950 2,055,449 24,215,835 △276,464 27,880,770

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配 株 主
持 分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

2021年３月１日（残高） 107,183 95,332 202,515 1,202,261 26,520,773

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △849,200

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,614,022

自 己 株 式 の 取 得 △47

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 158,997 59,440 218,437 64,307 282,745

連結会計年度中の変動額合計 158,997 59,440 218,437 64,307 3,047,519

2022年２月28日（残高） 266,180 154,772 420,952 1,266,569 29,568,292

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連　結　注　記　表
（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　………　３社
(2) 連結子会社の名称　……　株式会社JVIS

株式会社京都豊匠
上海豊匠服飾有限公司

　非連結子会社 株式会社アリスキャリアサービス、スタジオアリスコリア・カンパニー・リミテッド
及び株式会社モノリシックデザインは、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用していない非連結子会社 株式会社アリスキャリアサービス、スタジオアリスコリア・カ
ンパニー・リミテッド及び株式会社モノリシックデザインは、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、上海豊匠服飾有限公司（12月31日）を除き、連結決算日と一致しておりま
す。なお、上海豊匠服飾有限公司については、連結決算日で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基
礎としております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式　 　移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
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連結注記表

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
輸入材料　 　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）
商品　 　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）
製品　 　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）
仕掛品　 　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）
上記以外のたな卸資産　 　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年
機械装置及び運搬具　２～12年
工具、器具及び備品　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。

③　長期前払費用
　均等償却しております。

④　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。
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連結注記表

②　賞与引当金
　当社グループは、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会
計年度負担額を計上しております。

③　ポイント引当金
　顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末における将来利用見込額を計上し
ております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果の発現する期間（５年～10年）にわたって均等償却を行うこと
としております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る負債の計上基準

イ　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。
ロ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生年度に一括費用処理をしております。
ハ　小規模企業等における簡便法の採用

なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理し

ております。
③　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）
　前連結会計年度に引き続き新型コロナウイルス感染症が流行しており、当社グループにおいても緊急事態宣
言期間中に各自治体からの要請等により、一部店舗で休業を行いました。しかしながら、大部分の店舗は感染
予防対策を万全にした上で営業を継続しており、業績に大きな影響は受けておりません。今後は、業績が例年
通りの水準で推移すると仮定し、固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行ってお
ります。
　なお、将来における実績値に基づく結果が、これらの見積り及び仮定と異なる可能性があります。

－ 37 －



2022/04/22 16:13:18 / 21824547_株式会社スタジオアリス_招集通知

連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 15,945,572千円

（表示方法の変更）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度
に係る連結計算書類から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（重要な会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　会計上の見積りにより、当連結会計年度の連結計算書類に計上した固定資産20,251,559千円のうち、
翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、店舗設備であり、その帳
簿価額は12,600,258千円であります。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、原則として各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としており、
店舗の営業損益が継続してマイナスとなった場合、あるいは閉店の意思決定をした場合等に、減損の兆候
を識別しております。兆候を識別した店舗については、割引前将来キャッシュ・フロー合計と店舗設備の
帳簿価額を比較し、割引前将来キャッシュ・フロー合計が帳簿価額を下回る場合に、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、減損損失を認識しております。回収可能価額は正味売却価額としており、減損対象資産
は売却可能性が見込めないため、回収可能価額を零としております。
　割引前将来キャッシュ・フローは、全社的な事業計画の立案方針に従って作成された各店舗の事業計画
に基づいて算定しております。
　全社的な事業計画には、撮影件数や顧客単価に関する市場環境の理解や過去実績の推移、事業計画にお
ける施策の効果を考慮した上で経営者が決定した仮定を含んでおりますが、当該仮定は不確実性を有する
ものであり、今後、当社グループが設定した仮定について見直しが必要となる場合、翌連結会計年度に係
る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

（連結損益計算書に関する注記）
１．新型コロナウイルス感染症による助成金収入

　新型コロナウイルス感染症の影響による、地方自治体からの休業要請に従って休業したことに伴い受け
取った協力金等を、新型コロナウイルス感染症による助成金収入として営業外収益に計上しております。
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連結注記表

普通株式 17,185,650株

(1) 配当金の総額 849,200千円
(2) １株当たり配当額 50円
(3) 基準日 2021年２月28日
(4) 効力発生日 2021年５月31日

(1) 配当金の総額 1,188,879千円
(2) 配当金の原資 利益剰余金
(3) １株当たり配当額 70円
(4) 基準日 2022年２月28日
(5) 効力発生日 2022年５月27日

２．新型コロナウイルス感染症による損失
　新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、政府から発出された緊急事態宣言を受け、当社グルー
プの店舗において臨時休業の実施、また、女子オープンゴルフを無観客で開催しました。
このため、臨時休業期間中の各店舗において発生した固定費(賃借料・減価償却費等)及び女子オープンゴ
ルフが無観客開催となったことに伴い、使用できずに廃棄した物品の費用等を、新型コロナウイルス感染
症による損失として特別損失に計上しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2021年５月28日開催の第47期定時株主総会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

３．当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2022年５月26日開催予定の第48期定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

普通株式の配当に関する事項
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連結注記表

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行
借入によっております。
　なお、デリバティブは利用しておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は上場株式及び非上場株式であります。上場株式は市場価格の変動リスク及び信用リス
クに晒されております。非上場株式及び長期貸付金は、関係会社等への出資及び貸付であり、当該企業
の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約による差入保証金であり、賃貸主の信用リスクに晒されて
おります。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　未払法人税等は、当連結会計年度における当社グループ各社の課税所得に係るものであり、全て１年
以内の支払期日であります。
　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的と
したものであり、償還日は最長で決算日後５年以内であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権及び長期貸付金について、取引先の信用状況を把握し、期日管理及び残
高管理を行っております。売掛金については、一般消費者（不特定多数）を顧客にしているため、各
担当者が期日及び残高を管理する適切な債権管理を実施しております。
　敷金及び保証金は、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状
況の把握に努めております。

②　市場リスク（市場価格等の変動リスク）の管理
　投資有価証券は、株式であり、時価があるものは、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、
定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。時価がないものは、関係会社に対するもの
であり、定期的に関係会社の財務状況等を把握した上で保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経理グループが適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結注記表

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 19,165,761 19,165,761 －

(2) 受取手形及び売掛金 844,434

貸倒引当金（＊１） △11,000

833,434 833,434 －

(3) 長期貸付金 258,062

貸倒引当金（＊２） △225,062

33,000 40,797 7,797

(4) 投資有価証券 1,395,756 1,395,756 －

(5) 敷金及び保証金 3,192,218 3,168,886 △23,331

資産計 24,620,170 24,604,636 △15,534

(1) 買掛金 300,462 300,462 －

(2) 未払法人税等 1,484,335 1,484,335 －

(3) リース債務 4,488,447 4,489,434 987

負債計 6,273,245 6,274,233 987

２．金融商品の時価等に関する事項
　2022年２月28日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており
ません（（注）２．参照）。

（＊１）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
（＊２）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法
資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
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連結注記表

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非連結子会社及び関連会社株式 27,200

１．１株当たり純資産額 1,666円38銭

２．１株当たり当期純利益 212円79銭

(3) 長期貸付金
　長期貸付金の時価は、与信管理上の信用リスクを加味し、その将来キャッシュ・フローを国債の利
回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、連結貸借対照表上、流動資
産「その他」に計上されている貸付金と投資その他の資産に計上されている長期貸付金を合算した金
額となっております。

(4) 投資有価証券
　全て株式であり、その時価は証券取引所の市場価格によっておりますが、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額によっております。

(5) 敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

負　債
(1) 買掛金、(2) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

(3) リース債務
　リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。また、連結貸借対照表上、流動負債に計上されているリー
ス債務と固定負債に計上されているリース債務を合算した金額となっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（注）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時
価開示の対象としておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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貸借対照表

（2022年２月28日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
預 け 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

14,055,207
12,469,796
561,666
76,741
173,515
673,380
78,510
32,595
△11,000

17,097,016
10,128,467
5,042,616
40,296
643,895
73,577

4,326,387
1,693

533,241
1,133

532,092
15

6,435,307
814,024
1,395,756
255,000
3,174,809
1,014,949

2,768
△222,000　

流 動 負 債 7,017,265
買 掛 金 213,491
未 払 金 1,299,142
未 払 費 用 782,307
リ ー ス 債 務 2,071,882
未 払 法 人 税 等 1,183,938
前 受 金 862,709
賞 与 引 当 金 149,193
ポ イ ン ト 引 当 金 136,000
そ の 他 318,599
固 定 負 債 5,359,568
退 職 給 付 引 当 金 1,077,360
リ ー ス 債 務 2,403,016
資 産 除 去 債 務 1,652,465
そ の 他 226,726
負 債 合 計 12,376,833

純 資 産 の 部
株 主 資 本 18,509,209
資 本 金 1,885,950
資 本 剰 余 金 2,055,449
資 本 準 備 金 2,055,449
利 益 剰 余 金 14,844,274
利 益 準 備 金 24,750
そ の 他 利 益 剰 余 金 14,819,524
別 途 積 立 金 2,345,000
繰 越 利 益 剰 余 金 12,474,524

自 己 株 式 △276,464
評 価 ・ 換 算 差 額 等 266,180
その他有価証券評価差額金 266,180
純 資 産 合 計 18,775,389

資 産 合 計 31,152,223 負 債 ・ 純 資 産 合 計 31,152,223

貸　借　対　照　表

－ 43 －



2022/04/22 16:13:18 / 21824547_株式会社スタジオアリス_招集通知

損益計算書

（ 自2021年 3 月 1 日 ）至2022年 2 月28日
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 38,281,898
売 上 原 価 27,563,479
売 上 総 利 益 10,718,419

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,459,428
営 業 利 益 5,258,991

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,293
受 取 配 当 金 20,661
受 取 家 賃 15,314
受 取 補 償 金 18,593
新型コロナウイルス感染症による助成金収入 35,332
雑 収 入 16,896 108,092

営 業 外 費 用
支 払 利 息 21,330
店 舗 解 約 損 68,344
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,000
雑 損 失 9,501 104,176
経 常 利 益 5,262,907

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 139,585
減 損 損 失 165,054
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に よ る 損 失 44,638 349,277
税 引 前 当 期 純 利 益 4,913,630
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,638,100
法 人 税 等 調 整 額 68,367 1,706,467
当 期 純 利 益 3,207,162

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（ 自2021年 3 月 1 日 ）至2022年 2 月28日
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

2021年３月１日（残高） 1,885,950 2,055,449 24,750 2,345,000 10,116,562

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △849,200

当 期 純 利 益 3,207,162

自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － 2,357,962

2022年２月28日（残高） 1,885,950 2,055,449 24,750 2,345,000 12,474,524

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金

2021年３月１日（残高） △276,416 16,151,294 107,183 16,258,478

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △849,200 △849,200

当 期 純 利 益 3,207,162 3,207,162

自 己 株 式 の 取 得 △47 △47 △47
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ） 158,997 158,997

事業年度中の変動額合計 △47 2,357,914 158,997 2,516,911

2022年２月28日（残高） △276,464 18,509,209 266,180 18,775,389

株主資本等変動計算書
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個別注記表

個　別　注　記　表
（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　 　移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
輸入材料　………………　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）
上記以外のたな卸資産

……　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～45年
工具、器具及び備品　２～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。

(3) 長期前払費用
　均等償却しております。

(4) リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上して
おります。
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個別注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 12,495,890千円

(1) 短期金銭債権 14,310千円
(2) 長期金銭債権 255,000千円
(3) 短期金銭債務 387,067千円

(3) 退職給付引当金
イ　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

ロ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生年度に一括費用処理をしております。

(4) ポイント引当金
　顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額を計上しており
ます。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）
「連結注記表 （追加情報）」に記載しているため、注記を省略しております。

（表示方法の変更）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度に係
る計算書類から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（重要な会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

　会計上の見積りにより、当事業年度の計算書類に計上した固定資産17,097,016千円のうち、翌事業年
度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、店舗設備であり、その帳簿価額は
12,600,258千円であります。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表 （重要な会計上の見積りに関する注記）」に記載しているため、注記を省略しておりま
す。

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権・債務
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個別注記表

(1) 営業収益 3,367千円
(2) 営業費用 6,827,845千円
(3) 営業取引以外の取引高 23,962千円

普通株式 201,657株

貸倒引当金 71,298千円
未払事業税 74,274千円
賞与引当金 45,653千円
退職給付引当金 329,672千円
減損損失 311,211千円
関係会社株式評価損 56,274千円
減価償却超過額 48,489千円
資産除去債務 505,654千円
その他 123,106千円
繰延税金資産小計 1,565,635千円
評価性引当額 △253,938千円
合計 1,311,696千円

資産除去債務に対応する除去費用
その他有価証券評価差額金

179,382千円
117,364千円

合計 296,746千円
繰延税金資産の純額 1,014,949千円

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

２．新型コロナウイルス感染症による助成金収入
　新型コロナウイルス感染症の影響による、地方自治体からの休業要請に従って休業したことに伴い受け取
った協力金等を、新型コロナウイルス感染症による助成金収入として営業外収益に計上しております。

３．新型コロナウイルス感染症による損失
　新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、政府から発出された緊急事態宣言を受け、当社の店舗に
おいて臨時休業の実施、また、女子オープンゴルフを無観客で開催しました。
　このため、臨時休業期間中の各店舗において発生した固定費(賃借料・減価償却費等)及び女子オープンゴ
ルフが無観客開催となったことに伴い、使用できずに廃棄した物品の費用等を、新型コロナウイルス感染症
による損失として特別損失に計上しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債
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個別注記表

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（注4） 科 目 期 末 残 高

子会社

株式会社JVIS 直接88.6％ 当 社 の 写 真
プリント加工

当社用製品の
購入（注1） 6,028,587 買 掛 金

未 払 金
213,491
111,795

ス タ ジ オ
アリスコリア・
カ ン パ ニ ー ・
リ ミ テ ッ ド

直接 100％ フランチャイジー

資金の援助
（注2） － 長期貸付金

（注3） 255,000

利息の受取 1,275 － －

１．１株当たり純資産額 1,105円48銭

２．１株当たり当期純利益 188円83銭

（関連当事者との取引に関する注記）
（単位：千円）

（注）１. 取引条件につきましては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
２. 資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して決定しております。
３. スタジオアリスコリア・カンパニー・リミテッドへの貸付金に対し、222,000千円の貸倒引当金を計

上しております。
４. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 﨑 育 利
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 井 さ わ 子

独立監査人の監査報告書
2022年４月11日

株式会社スタジオアリス
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　　　　　　大阪事務所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社スタジオアリスの2021年3月1日から

2022年2月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社スタジオアリス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明するこ
とが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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個別会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 﨑 育 利
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 井 さ わ 子

独立監査人の監査報告書
2022年４月11日

株式会社スタジオアリス
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　　　　　　大阪事務所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社スタジオアリスの2021年3月1日

から2022年2月28日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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個別会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2021年３月１日から2022年２月28日までの第48期事業年度の取締役の
職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号口及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査担当と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調
査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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監査等委員会の監査報告

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年４月12日

株式会社スタジオアリス監査等委員会
常勤監査等委員 坂 下 　 晉 ㊞
監 査 等 委 員 雨　宮　沙耶花 ㊞
監 査 等 委 員 増 田 明 彦 ㊞

　（注）監査等委員坂下晉、雨宮沙耶花及び増田明彦は、会社法第２条第15号及び第331条第６
項に規定する社外取締役であります。

以　上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図

会場　大阪市北区梅田３丁目１番１号
ホテルグランヴィア大阪20階　名庭（なにわ）の間

電話　06－6344－1235
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［交通のご案内］
ホテルグランヴィア大阪は、ＪＲ大阪駅構内とつながっております。
※駐車場等の用意はいたしておりませんので、お車や自転車でのご来場は
ご遠慮願います。


